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高齢者救急をどこで受けるのか？
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右田病院概要（2024年6月1日現在）

項目 内容

許可病床数 地域包括医療病棟 59床×2病棟＝118床

標榜科目 消化器外科・整形外科・呼吸器外科・外科・消化器内科・循環器内科・内科
泌尿器科・皮膚科・リハビリテーション科・救急科

所在地 東京都八王子市暁町一丁目48番18号

施設管理者 右田隆之（東北大学医学部 平成元年卒） 第四代病院長

施設認可等 東京都指定二次救急医療機関・在宅療養支援病院・日本外科学会認定専門医制度関連施設
・日本整形外科学会専門医師研修施設

病院施設 RC構造5階建て（延べ床面積 6972.35㎡）
1919年11月医院創設 1933年11月病院開設 2012年7月新築移転 2021年7月増築竣工

主要設備 1.5T MRI、64ch CT、デジタルX線TV装置、骨密度測定装置（DEXA法）、FPD装置
超音波診断装置、検体検査装置類、内視鏡検査機器類、内視鏡手術機器類
システム関係（電子カルテ、PACS等）、リハビリテーション関係 等々
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地域のホームホスピタル
～私どもは、患者さんと向き合い、地域に向き合う医療サービスの提供者として、信頼のある医療を志します～

患者さん目線の
地域医療情報の発信

家庭的で患者さんに
寄り添うサービスの提供

信頼と安心を大切にした
良質な医療の実践



「地域のホームホスピタル」の運営のあり方

1. 救急医療は医の原点

今後の医療課題である高齢者救急の受
入れ病床の確保には、適正な在院日数
の管理を行う必要がある。

2. 地域包括ケア病棟への全床転換

在宅診療の後方支援、在宅回帰と在宅
診療の体制づくりを実施する。

3. 急性期から回復期の両立

一気通貫な機能を持つことで、療養生
活に一定の余裕を持たせて在宅復帰を
図る。
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4. 地域包括医療病棟への全床転換

PFMを多職種スタッフで共通認識化し
て円滑な退院支援を具現化し、患者と
の信頼構築を目指す。

5. 医療従事者の生活支援

高度且つ多様なタスクを求めるため、
適正な生活保障が必要。その対価支払
いが可能な収益確保が必要である。
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2008年 高齢者救急拒否顕著

2009年 経営改革による高齢者救急受入れ強化

2011年 准看体制から正看体制へシフト13:1、在宅療養支援病院

2012年 新病院新築移転、10:1届出、DPC検討見送り

2013年 平均在院日数14日☛18日へ、社会保障制度改革国民会議報告書

2014年 地ケア部分導入開始・段階的増加、DPC再検討中止

2015年 予定外入院比率77％が平均在院日数長期化要因

2017年 救急スタッフ減少、DPC検討撤退、整形手術体制強化

2018年 全床地域包括ケア病棟再編、整形手術件数増加

2019年 リハビリ体制強化、地ケア～整形モデル構築

2021年 118床増床、COVID-19受入れ強化

2024年 地域包括医療病棟へ転換

右田病院データ



2008年経営改革
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高齢患者の救急受入れ無くして急性期に非ず

救急は医の原点
医療技術維持のためにも必要



高齢者救急、特に骨折外傷を受け
ると在院日数が長期化する

外傷リハビリの受け手が少ない
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全体適正で病棟再編を判断する

疾患によっては不採算もあるが・・・
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地域包括医療病棟は・・・

スーパー地ケア？
急性期・回復期包括ケア？
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施設基準数値管理表

数値管理項目・通知番号 基準数値 区分 ９月 数値管理項目・通知番号 基準数値 区分 ５月
基準月
分

1,288回

単月分 428回

基準月
分

91.5%

単月分 89.9%

基準月
分

154人

単月分 47人

基準月
分

2.47単位

単月分 2.26単位

基準月分 20.8%
基準月
分

37.4%

単月分 19.8% 単月分 35.9%

基準月分 58.7%
単月分 54.2%
基準月分 18.8
単月分 16.6

基準月分 90.9%
基準月
分

77.1%

単月分 93.0% 単月分 81.0%

基準月分 -
単月分 -
基準月分 48.0%
単月分 38.9%
基準月分 3.7%
単月分 1.4%

月平均1日あたり看護職員配置数 15以上 単月分 16.5 月平均1日あたり看護職員配置数 12単月分 17.4

月平均1日あたり看護補助者配置数 6以上 単月分 6.6 看護職員配置加算 3単月分 5.4

看護補助者割合 50％以上 単月分 100.0%月平均1日あたり看護補助者配置数 6単月分 6.3

BI測定研修会（２５） 年1回以上 単月分 5月

地域包括医療病棟（A病棟） 地域包括ケア病棟

自宅等緊急患者受入数

20％以上

9人以上

単月分 116単位

ア：在宅患者訪問診療料回数

オ：訪問リハビリ

30回以上

提供実績
あればOK

自宅等入院患者割合

重症患者割合 Ⅱ：8％以上

リハ平均提供単位数 2単位以上

在宅復帰率（１１・１２） 80％以上

自施設一般病棟からの転棟割合（１３） 5％未満

救急搬送患者入院割合（１３） 15％以上

BI低下患者割合（２３） 5％未満

在宅復帰率 72.5％以上

医療・看護必要度Ⅱ（８） Ⅱ：15％以上

要介助者受入割合（９） 50％以上

平均在院日数（１０） 21日以内

右田病院データ

PFM

Outreach
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PFM Outreach

加工

出典：厚生労働省 令和6年度診療報酬改定説明資料等について 加筆



地域包括ケア病棟
＋

地域包括医療病棟

OutreachとPFMの組み合わせ

complex型による地域包括ケア病院の形成
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各入院料の基本加算部分推移（右田病院2024年改定後時点）

右田病院データ



病院機能と地域の位置づけ
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2014年度 当院急性期割合い
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5.6%

25.7%

25.4%

43.3%

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

急性期31.3%

右田病院データ



2021年11月8日 日本経済新聞



急性期医療とは何か？（私感）
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厚労省は2025年の社会に適した医療体制をつくる
ための施策として地域医療構想により病床機能を4
類型（高度急性期・急性期・回復期・慢性期）に
細分化し、病院連携を強調している。
しかし、高齢社会の著しい進展のもとで患者の
受療行動が変化し、急性期型の病院もcareが必要と
なっている。今後は単一機能では限界となり、複合
型の病院が必要となる。
右図は2010年に提唱されたものだが、ここには
急性期の領域が記されておらず、実際に医療資源が
多く投下される入院期間は10～14日程度で、それを
越えると医療資源が低下する。高度急性期から亜急
性期へ機能分化に意義はあるのか？行政方針の真
意は、ここにあるのではないか？



地域に必要とされる医療の評価を
病期の流れに視る

首都圏でも競合する余裕は無いはず



地域包括ケア病棟
＋

地域包括医療病棟

OutreachとPFMの組み合わせ

complex型による地域包括ケア病院の形成
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重症度医療・看護必要度調査結果
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入院患者必要度（データ期間：2024年4月～7月）

整形外科、消化器外科等の手術有無による必要度比較

右田病院データ



地域包括医療病棟の目的は、
高齢者救急の受入れ

A2B3とA3のみで重症度医療看護必要度を
クリアできるのか？
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Future-pull


